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日設工業株式会社の一部株式取得（持分法適用会社化）に関するお知らせ 

 

 

 

当社は、日設工業株式会社（本社：愛知県刈谷市、代表取締役：山崎昭夫）の一部株式取得に関し、

当該法人より譲渡承認が得られことから、当該法人を持分法適用関連会社化することとなりましたので、

下記のとおりお知らせいたします。 

記 

 

１．株式取得の目的及び理由 

平山グループは、「人に付いた技術で日本のモノづくりを支援する」をコンセプトに日本のものづ

くり（製造業）を支える製造支援会社として、インソーシング（請負）・派遣事業や技術者派遣事業、

海外事業等を展開しております。製造現場のコンサルティングサービスも行っていることが特徴で、

TPS（トヨタ生産方式）を基盤とした独自の「現場改善コンサルティングサービス」を国内外で提供し

ています。平山グループの強みは、多くの現場を改善した実績をもつコンサルタントが、お客さま視

点で問題点や課題を洗い出し、改善案を提案するだけではなく、平山グループの作業実施部門が

現場で改善案に基づいた製造請負や現場管理を手がけるなど、現場改善活動を一貫して行える

点です。これにより、確かな結果を生み出し、さらなる改善につなげております。 

  一方、日設工業株式会社は、ト ヨ タ 自 動 車 関 連 グ ル ー プ を 主 要 顧 客 と し 、 官 庁 や ゼ

ネ コ ン 、 一 般 企 業 か ら 個 人 の ご 家 庭 に 至 る ま で 、 幅 広 い 設 備 施 工 で 成 長 を 遂 げ

て お り ま す 。 受 注 工 事 の 主 力 は 、 工 場 お よ び オ フ ィ ス 棟 な ど の 配 管 メ ン テ ナ ン ス

業 務 で あ り ま す 。 さ ら に は 官 庁 ・ 民 間 を 問 わ ず 、 衛 生 空 調 工 事 等 で も 豊 富 な 実 績

を 誇 っ て お り ま す 。  

今般、平山グループは、対象法人の安定した業績を持分法適用会社として平山グループの収

益を取り込むとともに、堅実な経営を誇る日設工業株式会社との協業を見据え、今回の株式取得

に至りました。 

 

２．日設工業株式会社の概要 

（１）名 称 日設工業株式会社 

（２）所 在 地 愛知県刈谷市神明町１丁目２８番地 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 山崎 昭夫 

（４）事 業 内 容 
給排水衛生・冷暖房・空調・換気・消火栓・水道施設・上下水

道・浄水装置浄化槽設備・各種プラント配管の設計・施工 

（５）資 本 金 30 百万円 

（６）設 立 年 月 日 1966 年 12 月 24 日 

（７）上場会社と当該会社の間の関係 資 本 関 係 該当事項はありません。 



人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の該当状況   
該当事項はありません。 

（８）当該会社の最近３年間の財政状態及び経営成績 

 

株主への開示となっており、公表されてお

りません。 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１）氏 名 個人株主数名 

（２）住 所 愛知県 

（３）上場会社と当該株主と 

の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者へ

の該当状況 
該当事項はありません。 

 

４．日設工業株式会社の取得株式数及び取得前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数 なし 

（２）取得株式数 

22,500 株 

（議決権の数：22,500 個） 

（議決権所有の割合：37.50％） 

（３）取得価額 株式譲渡契約の定めにより、当社は守秘保持義務

を負っていることから非開示とさせていただきま

す。なお、取得価額は外部専門家による株価算定

書を取得しており公正妥当と考えられる金額で取

得予定致します。 

（４）異動後の所有株式数 22,500 株 

（議決権の数：22,500 個） 

（議決権所有の割合：37.50％） 

 

５．日 程 

（１）株式譲渡承認日 2021 年９月 22 日 

（２）株式譲渡価額決済日 2021 年９月 28 日（予定） 

 

６．今後の業績に与える影響 

        本株式取得は、当社の業績向上に寄与するものと考えております。当社の 2022 年 ６月期の連結

業績に与える影響は、判明次第お知らせいたします。 

以 上 

 

 


